
2025年6月26日
東京都港区芝二丁目32番1号
株式会社 長谷工システムズ

代表取締役　増子 真司
貸借対照表(2025年3月31日現在)

(単位:千円)
資      産      の      部 負      債      の      部

科      目 金      額 科      目 金      額

流動資産 4,141,545       流動負債 2,501,225       

現金及び預金 838,955         リース債務 263,283         

受取手形 928             未払金 310,834         

電子記録債権 5,079           未払費用 1,074,014       

営業未収入金 1,807,222       未払法人税等 255,616         

リース投資資産 1,405,260       未払消費税等 95,805          

仕掛品 9,711           前受金 5,089           

貯蔵品 27,982          預り金 285,094         

前払費用 44,777          前受収益 1,813           

未収入金 626             賞与引当金 202,777         

立替金 454             保険解約調整引当金 6,900           

仮払金 550             

固定負債 382,572         

固定資産 1,215,584       

長期借入金 160,000         

有形固定資産 633,889         退職給付引当金 88,413          

建物 315,986         役員株式給付引当金 14,606          

構築物 1,076           株式給付引当金 55,777          

機械装置 45,752          資産除去債務 55,136          

車両運搬具 0               長期預り保証金 8,640           

備品 271,075         

無形固定資産 44,449          負  債  合  計 2,883,797       

ソフトウエア 44,449          純　　　資　　　産      の      部

投資その他の資産 537,246         株主資本 2,225,221       

投資有価証券 376,713         

関係会社株式 9,000           資本金 155,200         

長期前払費用 16,262          

長期繰延税金資産 114,306         資本剰余金 52,533          

差入敷金保証金 20,966          資本準備金 52,533          

長期未収入金 161,868         

貸倒引当金 161,868 △      利益剰余金 2,017,488       

その他利益剰余金 2,017,488       

　繰越利益剰余金 2,017,488       

(当期純利益） ( 1,076,746)

評価・換算差額等 248,112         

その他有価証券評価差額金 248,112         

純　資　産  合  計 2,473,333       

資  産  合  計 5,357,130       負 債 及 び 純 資 産 合 計 5,357,130       

（注）記載金額の千円未満は四捨五入して表示しております。

第３４期決算公告



【 重要な会計方針に係る事項に関する注記 】

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

その他有価証券

　時価のあるもの 期末日の市場価格等による時価法

　評価差額は全部純資産直入法によっており、売却原価の算

定は移動平均法による原価法によっております。

  時価のないもの 移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

材料・貯蔵品 最終仕入原価法

２．固定資産の減価償却方法

有形固定資産（貸与資産を除く） 定額法

無形固定資産（リース資産を除く） 定額法

　ソフトウエア（自社利用）については社内における利用可

能期間（５年）に基づいております。

リース資産 　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に

よっております。

３．引当金の計上基準

貸倒引当金 　売掛債権その他これに準ずる債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

の特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。

賞与引当金 　従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づ

き計上しております。

保険解約調整引当金 　保険代理店手数料の保険契約解約による手数料返戻損失に備

えるため、解約実績率に基づき損失見込額を計上しております。

退職給付引当金 　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債

務に基づき当期末に発生していると認められる金額を計上して

おります。なお、退職給付債務は期末自己都合要支給額に基づ

いて計上しております。

役員株式給付引当金 　役員株式給付規定に基づく株式会社長谷工コーポレーション

株式の給付に備えるため、当事業年度末における株式給付債務

の見込額に基づき計上しております。

株式給付引当金 　株式給付規定に基づく株式会社長谷工コーポレーション株式

の給付に備えるため、当事業年度末における株式給付債務の見

込額に基づき計上しております。



４．収益及び費用の計上基準

オフィスサービス、 　オフィスサービス事業売上等に係る履行業務は、商品売買取引が

デジタルソリューション事業売上 完了する一時点で充足する履行義務であり、当該時点において収益を

認識しております。取引価格は顧客との契約により決定しており、

対価は当該契約に基づき受領しております。

貸室、レンタル、リース事業売上 　貸室事業売上等は「リース取引に関する会計基準」（企業会

計基準第13号）等に基づき収益を認識しております。

ストレージ、保険事業売上 　ストレージ売上等に係る履行義務は、契約に定める内容に応

じて一時点又は一定の期間にわたり履行義務を充足し、収益を

認識しております。取引価格は顧客との契約により決定してお

り、対価は当該契約に基づき受領しております。

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

グループ通算制度の適用 グループ通算制度を適用しております。


